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本 iGAAP in Focus は、2022 年 9 月に国際会計基準審議会（IASB）によって公表された「セール・アンド・リースバック

におけるリース負債」というタイトルの IFRS 第 16 号 「リース」の修正について解説するものである。 

• IASB は、売手である借手が、保持している使用権に関連する利得または損失の金額を認識しない方法で、リース

バックから生じるリース負債を事後測定することを要求する IFRS第 16 号の修正を公表した。 

• 本修正は、2024 年 1 月 1 日以後開始する事業年度に発効する。早期適用は認められる。 

• 売手である借手は、IFRS第 16 号の適用開始日（すなわち、企業が最初に IFRS第 16 号を適用した事業年

度の期首）以後締結されたセール・アンド・リースバック取引に対して、本修正を IAS第 8 号「会計方針、会計上

の見積りの変更及び誤謬」に従って遡及的に適用する。 

背景 

IFRS 解釈指針委員会は、指数またはレートに応じて決まらない変動リース料であるセール・アンド・リースバック取引に対

する IFRS 第 16 号の適用に関する要望書を受領した。本論点の議論後、IFRS 解釈指針委員会は、どのようにセール・

アンド・リースバック取引から生じるリース負債に IFRS 第 16 号における事後測定の要求事項を適用しなければならない

かを明確化するよう IFRS 第 16 号を修正することに便益があるであろうという結論に至った。IASB は、当該提言に従

い、IFRS 第 16 号の修正を公表した。 

本修正 

本修正は、IFRS 第 15 号「顧客との契約から生じる収益」の要求事項を満たし売却として会計処理されるセール・アン

ド・リースバック取引に対する事後測定の要求事項を追加する。 

詳細については、以下のウェブサイト

を参照してください。 

www.iasplus.com 

www.deloitte.com 

www.deloitte.com/jp/ifrs 

 

 

注： 本資料は Deloitte の IFRS Global Office が作成し、有限責任監査法人トーマツが翻訳したもので

す。 

       この日本語版は、読者のご理解の参考までに作成したものであり、原文については英語版ニュースレ

ターをご参照下さい。 
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本修正は、売手である借手が、開始日より後、売手である借手により保持している使用権に関連する利得または損失の金額を認識しないように、「リース料」ま

たは「改訂後のリース料」を決定することを要求する。本修正は、リースの部分的または完全な終了に関連する、売手である借手により認識される利得または損

失には影響しない。 

これらの新しい要求事項なしに、売手である借手は、IFRS第 16 号の一般的な要求事項を適用し、リース負債の再測定のためのみにより（例えば、リースの条

件変更またはリース期間の変更の後）、保持している使用権についての利得を認識する場合がある。これは、指数またはレートに応じて決まらない変動リース料を

含むリースバックの場合に特に当てはまる。 

 

見解 

公開草案 ED/2020/4「セール・アンド・リースバックにおけるリース負債」は、売手である借手が、開始日現在の予想されるリース料の現在価値を使用してリースバッ

クから生じる使用権資産およびリース負債を当初測定することを提案した。回答者は、当該提案に関する概念的および実務上の懸念を提起した。IASB は、した

がって、リースバックから生じるリース負債に対する具体的な測定の要求事項を定めないことを決定した。 

本修正の一環として、IASBは、IFRS 第 16 号の設例 1 つを修正し、指数またはレートに応じて決まらない変動リース料であるセール・アンド・リースバック取引につ

いての使用権資産およびリース負債の事後測定を例示する新しい設例 1 つを追加した。これらの設例は、IFRS 第 15 号を適用して売却として適格であるセー

ル・アンド・リースバック取引から生じる負債が、リース負債であることも明確化している。 

 

発効日および経過措置 

本修正は、2024 年 1 月 1 日以後開始する事業年度に発効する。早期適用は認められる。売手である借手が、本修正を早期適用する場合、その旨を開示

することが要求される。 

売手である借手は、IFRS 第 16 号の適用開始日、それは企業が最初に IFRS 第 16 号を適用した事業年度の期首と定義されるが、当該日以後締結されたセ

ール・アンド・リースバック取引に対して、本修正を IAS 第 8 号に従って遡及的に適用する。 

さらなる情報 

IFRS 第 16 号の修正についてご質問がある場合は、通常のデロイトの連絡先にご連絡ください。
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デロイト会計リサーチ・ツール（DART）は、会計および財務情報開示資料の包括的なオンライン・ライブラリです。 

iGAAP on DART では完全版 IFRS 基準へのアクセスが可能であり、以下のリンクがあります。 

• デロイトの公式の最新の iGAAP マニュアル。IFRS 基準に基づく財務報告のためのガイダンスを提供しています。 

• IFRS 基準に基づいて報告する企業のモデル財務諸表 

さらに、iGAAP の Beyond the numbers は、企業の価値を大きく上げることができる、より広範な環境、社会的およびガバナンスの事項を踏まえてビジネスが考慮

しなければならない、開示要求および推奨事項についてのガイダンスを提供しています。 

DART へのサブスクリプションを申し込むには、ここをクリックして、アプリケーション・プロセスを開始し、iGAAP パッケージを選択します。 

サブスクリプションパッケージの価格を含む DART の詳細については、ここをクリックしてください。 

https://dart.deloitte.com/iGAAP/
https://dart.deloitte.com/iGAAP/home/igaap/deloitte-guidance/vol-e-beyond-numbers
https://subscriptionservices.deloitte.com/request/plan
https://www2.deloitte.com/global/en/pages/audit/solutions/igaap-on-dart-global.html
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